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 対応マニュアル本文の内容のうち、さらに詳細に説明する必要があると思われる事項

や、本文に記載されていないもので、実際に現場で対応する際に参考になると思われる

事項について、Q&A として掲載しました。 

 

１ 高齢者虐待の判断 

Ｑ 虐待行為の判断の視点や基準は？ 

                                  国 P2～4  

虐待かどうか判別しがたい事例であっても、高齢者の権利が侵害されていたり、生命

や健康、生活が損なわれるような事態が予測されるなど支援が必要な場合には、法の取

扱に準じて必要な援助を行っていく必要があります。            

 

（１）虐待かどうかは、高齢者本人が安心して暮らす権利が脅かされているかどうかで

判断することになります。 

（２）意図的であるかどうかは問いません。例えば、本人の回復を願ってのこととして

も、本人の能力以上にリハビリを強要することは、虐待になる可能性があります。 

（３）目の前の状況を虐待と捉えていいのか否か実際の判断は大変難しいものと思われ

ます。判断が難しいケースについては、虐待に該当するか否かを検討することが目

的ではないので、必要な支援を実施していくという観点に立ち対応していくことが

重要です。 

 

２ 緊急性の判断 

Ｑ 緊急かどうかの判断は、どのようにしたらよいのか。 

緊急かどうかの判断は、受付記録の作成後、相談受理者が担当部局の管理職（又はそ

れに準ずる者）等に相談のうえ、直ちに行うとともに、緊急な対応が必要と判断された

場合は、市町村の担当部局に速やかに連絡することが必要です。 

次の基準を参考に、生命の危険性、医療の必要性、加害者との分離の必要性、虐待の

程度と高齢者の健康状態、介護者の心身の状態等から総合的に判断します。 

 

（１）生命が危ぶまれるような状況が確認される、もしくは予測される。 

・骨折、頭蓋内出血、重度の火傷などの深刻な身体的外傷 

・極端な栄養不良、脱水症状、衰弱、肺炎等 

    →医師に判断を依頼することが有効 

（２）虐待が恒常化しており、改善の見込みが立たない。 

・虐待が恒常的に行われているが、虐待者の自覚や改善意欲がみられない。 

・虐待者の人格や生活態度の偏りや社会不適応行動が強く、介入そのものが困難で 

あったり改善が望めそうもない。 

（３）本人や家族の人格や精神状況にゆがみを生じさせている、もしくはそのおそれが

ある。 

・虐待を理由として、本人の人格や精神状況に著しい歪みが生じている。 

・家族の間で虐待の連鎖が起こり始めている。 

（４）高齢者本人が明確に保護救済を求めている。 
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３ ケース会議に諮るべきケース 

Ｑ ケース会議に諮って対応するケースはどのような場合か。 

（１）次のようなケースの場合は、ケース会議に諮って対応することが有効です。 

ア 本人又は家族が介入を拒んでおり、必要な支援が行えないケース 

イ 財産問題（相続等）や経済問題（貧困等）が絡んでおり、介護支援専門員等の 

        みでは対応が困難なケース 

ウ 虐待者がアルコール依存症や精神疾患を煩っているなど精神的な問題があり、 

  単なる介護保険サービス等の提供のみでは、改善が見込めないケース 

エ 生命に関わる危険があると思われるケース（緊急性が高くケース会議に諮る暇 

  がないケースは除く。） 

オ  本人が認知症等により判断能力が低下しており、成年後見制度等の活用が必要 

    と思われるケース 

 

（２）高齢者虐待は、多くの要因が複雑に絡まって発生すると言われており、大半の虐

待は、ケース会議での検討が必要と思われますので、1 機関で抱え込まず、虐待が

深刻化しないうちに専門相談窓口へ相談し、ケース会議に諮ることが大切です。 

 

４ 家族が医療を受けさせない場合 

Ｑ 家族が医療費の負担を嫌い、高齢者本人に必要な医療を受けさせない場合に、行政 

機関が職権で医療サービスを利用させる方法があるか。 

（１）医療法等には、老人福祉法における「やむを得ない事由による措置」のような制

度はないため、職権で医療サービスを受けさせ、医療費を支弁することはできま

せん。したがって、必要な医療を受けさせるためには、まずは家族を説得するこ

とが基本になります。「日常生活上介護を要する 65歳以上の高齢者が属する世帯」

であれば低所得者でなくても生活福祉資金の貸付対象となりますので、当該制度

の利用を勧めてみることも検討してください。 

（２）また、低所得者や要保護者などの生計困難者に対しては、社会福祉法第２条第３

項の規定に基づき、医療費を減免（無料・低額診療）する病院がありますので、

その利用も検討してみてください。なお、病院によって、減免基準が異なります

ので、病院の医療ソーシャルワーカー等に相談し、協力してもらえるかどうか調

整しておく必要があります。現在、県内では、次の医療機関が無料・低額診療を

実施しています。 

 

無料・低額診療施設 

施設の名称 所在地 電話番号 

水戸済生会総合病院 水戸市双葉台 3-3-10 029(254)5151 

神栖済生会病院 神栖市知手中央 7-2-45 029(997)2111 

龍ケ崎済生会病院 龍ケ崎市中里 1-1-1 029(763)7111 

常陸大宮済生会病院 常陸大宮市田子内町 3033-3 029(552)5151 
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白十字総合病院 神栖市賀 2148 029(992)3311 

あおぞら診療所 取手市新町 3-13-11 029(772)6137 

城南病院 水戸市城南 3-15-17 029(226)3021 

城南病院附属クリニック 水戸市城南 3-15-8 029(226)3022 

サンルーナ小寺内科クリニック 土浦市おおつ野 2-1-1 029(869)8882 

旭台病院 石岡市旭台 1-17-26 029(926)2131 

済生会土合クリニック 神栖市土合本町１丁目 9108-3 047(921)3321 

ＡＩＣ画像検査センター つくば市天久保 2 丁目 1-16 029(875)9970 

 

 

（参考） 

 

第三者行為について 

 

・他人（第三者）の行為によって起こった傷病を「第三者行為によ 

 る傷病」といいます。 

・怪我や病気の際は健康保険証を使用しますが、第三者行為による 

 傷病の場合は、加害者が治療費を負担するのが原則です。 

・被害者は、第三者から傷病を受けた場合は第三者行為による傷病 

 届を各窓口に届け出る必要があります。 

・加害者が支払うべき治療費を健康保険等が立て替えて支払い、後 

 日加害者に対してその費用を請求する際に第三者による傷病届が 

 必要となります。 
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５ 家族が介護サービスを拒否する場合 

大変難しいケースですが、まずは、ケース会議でこの世帯に関係する機関や職種が集

まり、アプローチの方法を検討します。 

高齢者に対しては安否確認のための民生委員等による訪問、保健師による健康相談、

行政担当者による介護保険制度の説明のための訪問、生活保護受給者であれば担当ケー

スワーカーによる訪問調査、さらに、別居の親族や知人等、養護者と関係を持つための

糸口を模索します。 

養護者が求めているものが何か（経済的な支援、親族の協力等）、養護者がどのよう

な要因を抱えて、なぜ支援を拒否しているのかを関係者が情報を共有しながら検討する

など、粘り強く対応することが大切です。 

 

６ 家族が身元保証人にならない場合 

Ｑ 息子夫婦が介護放棄しており、高齢者本人は、特別養護老人ホームへの入所を希

望しているが、息子は、身元引受人になることを拒否している。特別養護老人ホー

ムへ入所させるためにはどのようにしたらよいか。 

（１）特別養護老人ホームは、正当な理由（入院治療の必要がある場合その他入所者に

対し自ら適切な指定介護福祉施設サービスを提供することが困難な場合）なく入

所を拒否してはならないことになっています。したがって、「身元引受人を立てる

ことができない相当な理由が認められる」このケースのような場合は、必ずしも

身元引受人を立てる必要はありません。（平成 11 年 3月 31 日厚生省令第 39 号「指

定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」第 4 条の 2 参照） 

（２）受託施設は、虐待者への対応等を恐れ、入所を拒む場合もあります。  

   その場合、虐待者である養護者の対応等に市町村が協力し、施設が単独で対応しな

いことを確認するなど、粘り強く説得を行います。 

 身元引受人を立てられないことを理由として、入所を拒否することは適当ではあ

りません。 

（３）しかし、それでも施設が身元引受人を求め、利用契約による入所ができない場合 

   は、家族からの虐待又は無視を受けているために介護保険サービスが利用できな 

   い場合に該当しますので、やむを得ない事由による措置を実施して、特別養護老 

   人ホームへの入所措置を行います。 

 

７ 住民票が移動されていないケースの措置市町村 

Ｑ Ａ市に居住はしているが、住民票はＡ市にない場合、Ａ市は、当該者に対して、

やむを得ない事由による措置を実施することができるか。 

（１）老人福祉法第 5 条の 4 の規定により、65 歳以上の者（65 歳未満の者で必要があ

ると認められるものを含む）又はその養護者に対する福祉の措置は、居住地の市町

村が行うものとされており、このケースにおいては、住民票の有無に関係なく、Ａ

市がやむを得ない事由による措置を行うこととなります。 

Ｑ 養護者が、お金がかかるからと一切のサービスを拒否する場合、どう対応すれ

ばよいか。 
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（２）その後、Ａ市が転入届を受けて、又は職権により本人の住民票を作成して、要介

護認定を行い、契約による介護保険サービスの利用へと切り替えることとなりま

す。 

 

８ 入所判定委員会の開催 

Ｑ やむを得ない事由による措置で特別養護老人ホームに入所させる場合、対象者が 

要介護認定を受けていれば入所判定委員会を開催しなくてもよいか。 

 市町村長は、老人ホームへの入所措置を実施する場合は、その要否を判定するため「入

所判定委員会」を開催する必要があります。 

 但し、特別養護老人ホームに係る入所判定については、介護保険法第 14 条に基づく

介護認定審査会における要介護認定の結果を基本とし、入所判定委員会を開催しなくて

も差し支えありません。 

 また、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７

年１１月９日法律第１２４号）第９条の規定により、養護者による高齢者虐待を受け、

生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる高齢者を老人ホー

ムに一時的に保護する場合は、入所判定委員会の開催を待つことなく入所措置を行うこ

とができるものとする。」とされています。（平成１８年３月３１日付け老発第 0331028 

号厚生労働省老健局長通知 老人ホームへの入所措置等の指針について第３の３より）  

 

９ 定員超過の取扱い 

Ｑ やむを得ない措置により入所させると、当該特別養護老人ホームの定員を超過し

てしまうが、その場合でも措置できるか。 

（１）虐待に関わる場合であれば、措置による入所であるかどうかを問わず、かつ、定

員を 5%超過した場合であっても、介護報酬の減算対象とはなりません。該当の案

件があった場合は、入所に至る経過を説明できるように記録しておく必要があり

ます。 

 

※介護保険法に基づき指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成 24 年茨城県条例第 67 号）（抜粋） 

  

 （定員の遵守） 

第 31 条 指定介護老人福祉施設は、入所定員及び居室の定員を超えて入所させ

てはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、こ

の限りでない。 

 

（２） ただし、この取り扱いは、あくまでも一時的かつ特例的なものです。措置入所

は、高齢者と養護者の生活を支援する過程における手段のひとつと捉え、措置後

には、虐待を受けたことに対する恐怖心や不安を取り除くための高齢者への精神

的支援や虐待を生んだ要因を取り除く手だて（養護者の負担軽減、年金の管理、

成年後見人等の選任、養護者に対する精神的支援等）を講じることで措置の解消

に努めることが大切です。  

   

- 94 -



１０ やむを得ない事由による措置の要件 

Ｑ どのような場合に「やむを得ない事由による措置」を行うことができるのか。 

国 P71～72 

 やむを得ない事由による措置は、65 歳以上の高齢者が、介護保険サービスが必要であ

るにもかかわらず、本人が家族等の虐待を受けていたり、認知症その他の理由により意

思能力が乏しく、かつ、本人を代理する家族等がいないなどのやむを得ない事由により、

介護保険サービスの利用契約やその前提となる要介護認定の申請ができないため、介護

保険サービスを受けることができない場合に、市町村が職権により必要な介護保険サー

ビスを提供するものです。 

 

（１）虐待者からの分離の必要があるような場合であっても、サービス利用について虐

待をしている家族等の了解が得られるなど、本人の意思表示が妨害されない状況で

あれば、通常の契約による介護保険サービスの利用となります。 

 

（２）虐待者の妨害により、本人が介護認定の申請や利用契約の締結ができず、必要な

介護保険サービスを受けることができない状況にあれば、やむを得ない事由による

措置が可能であり、生命に危険があるなどの緊急性は、やむを得ない事由による措

置を実施する際の直接の要件とはなっていません。 

したがって、虐待が行われており、そのまま在宅生活を続けても改善が見込めず、

将来的には、生命の危険が生じる可能性があるような場合は、差し迫った危険はな

くても、特別養護老人ホームへの入所などの、やむを得ない事由による措置を実施

することが可能です。 

 

（３）やむを得ない事由による措置は、高齢者本人の福祉を図るために行われるべきも

のであり、高齢者本人が同意していれば、家族が反対しても措置を行うことが可能

です。 

さらに、高齢者本人が指定医の受診を拒んでいるため要介護認定ができない場合

でも、やむを得ない事由による措置を行うことは可能です。 

      （平成 15 年 9 月 8 日「全国介護保険担当課長会議」資料 6 連絡事項） 
 

（４）高齢者虐待により一時的に心身の状況に悪化をきたしているものの、要介護認定

を受けるかどうか判断できない高齢者についても、保護・分離が必要となる場合に

は、やむを得ない事由による措置が適用できることとなりました。 

また、この場合、低所得世帯等で養護老人ホームの入所基準に該当する高齢者に

ついては、通常の措置により、養護老人ホームへ入所させることができます。 
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○特別養護老人ホームの特例入所について  

 

「特例入所」の対象者は、「要介護度 1 又は 2 の者のうち、その心身の状

況、その置かれている環境その他の事情に照らして、居宅において日常生

活を営むことが困難なことについてやむを得ない事由があると認められ

た者」となります。 

具体的には、家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安

全・安心の確保が困難である場合があります。 

 

※（令和 5 年 4 月 7 日付老高発 0407 第 1 号「指定介護老人福祉施設等の

入所に関する指針について」の一部改正について（通知）） 
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１１ やむを得ない事由による措置を実施した場合の費用負担 

Ｑ 「やむを得ない事由による措置」を実施した場合の費用負担はどのようになるのか。 

（１）やむを得ない事由による措置を実施し、介護保険制度を利用する場合は、９割は、

保険給付が行われることから、残り１割＋居住費、食費については、市町村が措置

費で支弁することになります。 

措置費で支弁した費用は、介護保険制度に準じる考え方で本人等の負担能力に応

じて徴収することとなります。 

 （平成 12 年 3 月 7 日平成 11 年度全国高齢者保健福祉関係主管課長会議資料） 

 

（２）緊急時など要介護認定前に措置を開始した場合、同時に要介護認定申請をすると、

その費用負担について、措置日に遡って介護保険からの給付の可能性があるので、

措置担当者と介護保険担当者間で調整をとっておく必要があります。 

この場合において、介護保険からの給付が困難な期間が生じた場合は、その期間

の費用は、全額を市町村が措置費で支弁することとなります。 

また、支弁した措置費のうち、介護保険制度における自己負担相当分については、 

上記（１）に準じて、負担能力に応じて本人等から徴収することも可能です。なお、

やむを得ない事由による措置により特別養護老人ホームへ入所させた後、要介護認

定の結果、自立または要支援であった場合、負担能力に応じてその間の費用を被措

置者本人から徴収することも可能です。  

 

（３）やむを得ない事由により特別養護老人ホームへ入所措置を実施した場合の費用負

担にかかる判定チャートを次頁に示します。 
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い い
る な

い

本人負担分は…

 あ な
 る い

す 　し
る 　な

　い

あ な あ  な
る 　い る　  い

！注意！

(老人福祉法第21条の2)

やむを得ない措置
(老人福祉法第10条4項1号、11条1項2号)

やむを得ない措置　費用負担判定チャート

全体－保険給付分(9割)

＊START＊

その被措置者は要介護認定を受
けている？

要介護認定を申請・受ける

↓

本人に負担能力は？

主たる扶養義務者は存在する？

負担能力はある？

やむを得ない事由が解消した時点で措置は解除され、特別養護老人
ホームと被措置者との契約関係に移行します。

負担能力はある？

要介護1以上

自
立
ま
た
は
要
支
援

①
本人負担分を
市町村が措置
費として特養
に支弁したあ
と、本人から
負担分を徴収
する。

②
本人負担分を
市町村が措置
費として特養
に支弁したあ
と、主たる扶
養義務者から
負担分を徴収
する。

③
本人負担分を
市町村が措置
費として支弁。
措置費が生じ
ることとなる。

④
介護保険の対
象とならない
ため、被措置
者本人の10割
負担となる。

⑤
③と同じ

【負担能力の判定】
本人負担分を適用する
ことにより生活保護を
必要とする状態となる
か否か(主たる扶養義
務者についても同様)
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１２ 家族が年金を取り上げている場合 

Ｑ やむを得ない措置で本人を特養に入所させたが、本人の年金を息子が管理していて 

離さない場合に、息子から年金を取り戻すにはどうすればよいか。 

（１）まずは、息子をねばり強く説得します。説得の際は、行政機関が加わることが効

果的です。説得しても取り戻すことができない場合は、次のような方法が考えら

れます。 

ア 高齢者本人が家庭裁判所に調停を申し立て、調停が不調に終わった場合は、弁 

  護士を立てて正式に裁判所に訴えを起こす。 

イ 年金が振り込まれる口座の変更を行う。 

ウ 元の通帳を使えなくした上で新たに通帳を再発行する。 

エ 本人に認知症等により判断能力の低下がある場合には、成年後見制度を活用す  

  る。 

 

（２）上記アの方法については、家庭裁判所又は弁護士等の法律の専門機関に相談して

行います。 

 

（３）上記イの「年金が振り込まれる口座の変更を行う」方法は、年金事務所と金融機

関の協力を得て、高齢者本人の口座を新たに設け、その口座に年金が振り込まれ

るよう「金融機関変更」を行います。これによって、新たに支給される年金につ

いては、高齢者本人が使えるようになります。 

しかし、この場合、息子が年金の証書番号を知っていて、かつ高齢者本人名義

の通帳（元の通帳）と印鑑をもっていると、息子が再び元の通帳へ金融機関変更を

行ってしまう可能性があります。 

 

（４）上記ウの「元の通帳を使えなくした上で新たに通帳を再発行する」方法は、金融

機関の協力を得て、高齢者本人が通帳（キャッシュカードを含む。）の紛失届を出

して、新しい通帳を再発行してもらいます。この方法だと、新たに支給される年

金を確保することができるだけでなく、今残っている預金も保全することができ

ます。 

ただし、この場合、その後、息子が元の通帳で金を引き出そうとしたとき、引き

出すことができないことから金融機関の窓口でトラブルになる可能性があります

ので、息子には、手続きが終わった時点で、その旨を連絡しておくとよいでしょう。 

また、金融機関によっては、通帳の紛失として取り扱ってくれない場合もあり、

その場合は、残念ながらこの方法はとることができません。 

 

（５）エについて、家族や親族などから預金や年金を取り上げられる等の経済的虐待を

受けている、またはその疑いがある場合、成年後見制度の市町村申し立ての対象と

なり得ます。 
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（参考） 

市町村における成年後見開始の申立事務の流れの例示 

※虐待事案等で迅速な対応が必要な場合は点線矢印を参照 

※令和 3 年 4 月 1 日厚生労働省資料「市町村長申立てと成年後見制度利用支援事業の

推進について 担い手の育成について」より 
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１３ 法律関係の相談窓口 

Ｑ 財産問題や相続問題などが絡んでいるケースのように法律の専門的な知識を必要

とする場合の相談窓口はあるか。 

 茨城県弁護士会と茨城県社会福祉士会が行っている、「高齢者権利擁護相談窓口」及

び「虐待対応専門職チーム」の派遣の活用ができます。 

 

【目的】 

 行政職員の虐待対応力の向上 

 

【対象】 

・茨城県内市町村の職員 

・茨城県内地域包括支援センター等の職員 

 

【内容】 

 虐待対応における判断や具体的な対応方法に関して、法的枠組み及びソーシャルワー

クの観点から助言します。弁護士・社会福祉士両者の視点が有機的に絡み合うことから、

弁護士と社会福祉士がチームとして助言します。 

 

【対応方法】 

・メールまたは FAX による相談対応 

・ケース検討会議等への派遣（市町村が主催するケース検討会議等へ専門職チーム員を

派遣し、専門的な立場から助言します。） 

 
【相談窓口設置日時】 
開設日 ：月曜日～金曜日（祝日、振替休日、年末年始を除く） 

開設時間：10:00～15:00 

 

【問い合わせ先】 

一般社団法人 茨城県社会福祉士会 事務局  

TEL：029－244-9030  

FAX：029－244-9052  

E-mail：csw-iba@ibaraki.email.ne.jp 

〒310-0851 水戸市千波町 1918 番地 セキショウ・ウェルビーイング福祉会館 5 階 

 

 なお、県民が手軽に相談できる法律の相談窓口としては、次のような機関があります

ので、法律関係の相談先を聞かれた場合などの参考としてください。 

 

（１）日本司法支援センター 茨城地方事務所（法テラス茨城） 

場   所：水戸市大町 3 丁目 4 番 36 号（大町ビル 3Ｆ） 

電    話：0570-078-317 

相 談 日：平日 午前 9 時～午後 5 時 

対 象 者：月収手取金額（賞与も含む）が次の資力基準を満たす方 

・単 身 者：18 万 2,000 円以下 

・2 人家族：25 万 1,000 円以下 
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・3 人家族：27 万 2,000 円以下 

          ・4 人家族：29 万 9,000 円以下 

          ・以下 1 人増えるごとに 30,000 円を加える。 

利 用 料：無料 

利用方法：上記に電話をして、扶助の法律相談受けたい旨を話す。 

相談登録弁護士が紹介される。 

 

（２）県民相談センター 

場  所：水戸市笠原町 978-6（茨城県庁舎 3 階） 

電  話：029-301-2147  

相 談 日：毎週金曜日及び第 1・3 火曜日の午後 1 時～午後 4 時（1 人 30 分以内） 

利用方法：電話等による予約制 

利 用 料：無料 

 

（３）茨城県弁護士会法律相談センター 

【水戸相談センター】 

電話：029-227-1133 

相談日：火・水・金 13：00～16：00 

【土浦相談センター】 

電話：029-875-3349 

相談日： 木 10:00 ～ 12:00、13:00 ～ 16:00、18:00～20:00 
【下妻相談センター】 
電話：0296-44-2661 

相談日：毎月第 2・4・5 月曜 13:30～16:30 

【鹿嶋相談センター】 

電話：029-227-1133 

相談日：木 13:30～16:30 

 

※利用料（全センター共通）：有料（１件 30 分 5,500 円） 
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  １４ 養護関係にない者からの虐待（いわゆる「８０５０問題」）について 

    「養護者による高齢者虐待」は、「現に高齢者を養護する者からの、権利利益を侵  

   害される状態や生命、健康、生活が損なわれるような状態に置かれること」とされて 

   います。養護者とは、金銭の管理、食事や介護などの世話等、なんらかの世話をして 

   いる者で高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等が該当します。 

 そのため、高齢者から養護されている息子は「高齢者虐待防止法」の「養護者」に

該当しません。しかしながら、家庭内暴力に至るまでに、ひきこもりや貧困等複合的

な問題を抱えている可能性があるため、各関係団体と連携を取りながら、「高齢者虐

待防止法」に準じた対応することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｑ 高齢の両親から養われている息子等からの両親への暴力は、「養護者による

高齢者虐待」として対応するのか。 

 

（参考） 

○婦人相談所ガイドライン（抜粋） 

 婦人相談所において対応すべき相談は、通知上、売春等に関係する相談と、

配偶者等からの暴力に関する相談、及びその他正常な生活を営む上で困難な問

題を有しており、実際に支援を必要 とする状態にある方からの相談となってい

る。 

 このうち、その他正常な生活を営む上で困難な問題を有しており、実際に支

援を必要とする状態にある方の相談内容は、交際相手等からの暴力 ・親族から

の暴力（中略）など多岐にわたる。 

 

※令和 6 年 4 月 1 日から婦人相談所の名称が女性相談支援センターに変わりま

す。 

 
○刑法 204 条（抜粋） 

  「人の身体を傷害した者は、15 年以下の懲役または 50 万円以下の罰金 

  に処する」 
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１５ いわゆる「セルフネグレクト（自己放任）」について 

セルフネグレクトは、高齢者虐待防止法に定める 5 類型のいずれにも該当しません

が、高齢者の権利利益が客観的に侵害されていることには変わりがないと言えます。 

 

 セルフネグレクトの主な事例としては、以下のようなものが挙げられます。 

 

 ・家の前や室内にゴミが散乱した状態で住んでいる人 

 ・極端に汚れている衣類を着用したり、失禁があっても放置している人 

 ・認知症であるにも関わらず、介護サービスを拒否している人 

 ・重度の怪我を負っているにもかかわらず、治療を拒否している人 

 

 このうち、判断力が低下している場合、本人の健康状態に影響が出ている場合、近

隣との深刻なトラブルになっている場合などに、支援が必要かどうか総合的に判断

し、虐待に準じた対応をすることが求められます。 

 

 

１６ 未届けの有料老人ホームについて 

 有料老人ホームとしての届出の有無にかかわらず、老人福祉法に定める有料老人

ホームに該当 するものであれば、そこで業務に従事する者は養介護施設従事者等に

該当するものであること、また養介護施設従事者等に該当しない場合であっても、

法第 2 条第 2 項に規定する「養護者」に 該当し得るものであることから、法第 11 

条に基づく立入調査の実施など、適切な対応を行うことが必要です。 

 

参考：平成 23 年 9 月 16 日付事務連絡「『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援

等に関する法律』の 適切な運用について」（厚生労働省老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対

策推進室 

Ｑ いわゆる「セルフネグレクト（自己放任）」の具体的な事例は。また、介入

のポイントは。 

Ｑ 未届けの有料老人ホームにおいて高齢者虐待があった場合も、「養介護

施設従事者等による高齢者虐待」として対応するのか。 
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